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2026年5月22日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 ギ フ テ ィ 

代表者名 代 表 取 締 役 太 田  睦 

（コード番号：4449  東証プライム市場） 

問合せ先 取 締 役 Ｃ Ｆ Ｏ 藤 田  良 和 

（ TEL. 03-6303-9318） 

 

株式会社Kyashとの資本業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社Kyash（本社：東京都港区北青山一丁目2番3号、

代表取締役 鷹取 真一、以下「Kyash社」）の株式を取得し、資本業務提携を行うことについて決

議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

1. 資本業務提携の理由 

当社は、「eギフトを軸として、人、企業、街の間に、さまざまな縁を育むサービスを提供す

る」というコーポレート・ビジョンのもと、eギフトの発行から流通までを一気通貫で提供する

eギフトプラットフォーム事業を国内外で展開しております。 

また、当社は成長戦略として「eギフトプラットフォームの拡大」と「地理的な横展開」を掲

げており、機動的なM&A・出資を通じて、当該成長戦略の実現強化・加速を図っております。 

当社グループはこれまで、eギフトを中心とした各種サービスを通じて、主に法人の販促施策

におけるインセンティブ施策の支援をしてまいりました。 

成長ドライバーであるgiftee for Businessサービスにおいては、これまでの法人の販促領域

（BtoC)に加え、コーポレートギフト（BtoB、 BtoE）、自治体の各種給付施策領域（GtoC)等領

域の拡大が進行しており、お客様の目的やお届けする対象者の特性に応じて、eギフト、体験、

モノ等、コンテンツの多様化を推進してまいりました。近年では、自治体における各種給付施

策での活用が拡大しており、現金もしくは現金相当のバリューの即時的な給付に対するニーズ

も高まっております。 

当社グループは、giftee for Businessの領域拡大に伴う多様化するニーズに対し、対象者に

とって最適なコンテンツ及び給付ソリューションを、中立的な立場でワンストップに設計・提

供できる体制を構築することで、当社グループの価値向上を図っております。 

Kyash社は、各種金融関連ライセンスおよび運営基盤を有し、銀行口座および同社の個人向け

アプリへの送金を単一接続で実現する法人向けサービスや、加盟店・利用期間等の条件設定が

可能なデジタルバリューの発行・運営に関する知見を有しております。 

同社が構築してきたこれらの基盤や知見を、当社グループがこれまで提供してきた給付ソリ

ューションと組み合わせることで、自治体における給付施策、法人における福利厚生・インセ

ンティブ施策、地域における継続的な支援施策等において、対象者にとってより受け取りやす

く、お客様にとってより目的に即した形での価値提供を可能にするものと考えております。 

本資本業務提携を通じて、当社グループは、法人・自治体向け給付領域における提供価値を

さらに拡張し、対象者に応じた最適な価値移転をワンストップで提供可能なプラットフォーム

の構築を進めることで、当社グループの企業価値向上を目指してまいります。  
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2. 資本業務提携の内容 

(1) 業務提携の内容 

当社は、Kyash社との間で、以下を主な内容とする業務提携を行います。  

① Kyash社が保有するウォレットアプリ及び送金ソリューションを活用した、弊社の法

人及び自治体顧客に対する機能提供  

② その他、両社の経営資源及び顧客基盤を相互に活用した事業上の協業  

(2) 資本提携の内容 

当社は、本業務提携を中長期的かつ実効性の高いものとするため、Kyash社との間で資本

提携を行い、両社の連携強化を図ってまいります。 

本資本提携において、当社は、Kyash社が新たに発行する株式17,778株及び一部株主が保

有する各種株式50,350株を総額16億円で取得し、合計68,128株（持株比率19.07%）を保

有する予定です。なお、当社は、現時点においてKyash社株式を保有しておらず、Kyash

社も当社株式を保有しておりません。 

 

3. 資本業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社Kyash 

（２） 所 在 地 東京都港区北青山一丁目2番3号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 鷹取 真一 

（４） 事 業 内 容 
資金移動業及び前払式支払手段（第三者型）発行業務、貸金業

代理業並びにこれらに付随する決済関連サービスの提供 

（５） 資 本 金 100百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2015年1月23日 

（７） 大株主及び持株比率 鷹取 真一：30.3% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 

当社と相手先との間には、決済関連サービスに

係る通常の商取引がありますが、いずれも当社

の財政状態及び経営成績に与える影響は軽微

であります。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2023年12月期 2024年12月期 2025年12月期 

 純 資 産 2,728百万円 1,233百万円 526百万円 

 総 資 産 8,829百万円 7,707百万円 6,696百万円 

 売 上 高 1,355百万円 1,441百万円 1,665百万円 

 営 業 利 益 △1,769百万円 △1,518百万円 △1,075百万円 

 経 常 利 益 △1,764百万円 △1,488百万円 △1,070百万円 

 当 期 純 利 益 △1,518百万円 △1,494百万円 △707百万円 
 

4. 日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2026年5月22日 

（２） 資本業務提携契約 

締 結 日 
2026年6月1日（予定） 

（３） 株式譲渡契約締結日 2026年6月1日（予定） 

（４） 株 式 取 得 実 行 日 2026年6月10日（予定） 

（５） 資本業務提携開始日 2026年6月10日（予定） 
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5. 今後の見通し 

本資本業務提携による2026年12月期の通期連結業績への影響は軽微と見込んでおりますが、

今後、開示すべき重要な事項が発生した場合には速やかにお知らせいたします。 

（参考）当期連結業績予想（2026年2月13日公表分）及び前期実績     （百万円） 

 

売上高 EBITDA 営業利益 経常利益 

親会社株主に 

帰属するNon- 

GAAP当期純利益 

当期業績予想 

（2026年12月期） 
16,949 4,500 3,484 2,882 1,570 

前期実績 

（2025年12月期） 
14,149 3,740 2,603 2,208 935 

（注）EBITDA＝営業利益＋のれん償却費＋減価償却費＋株式報酬費用＋利息費用 

 

以上 


